　参考資料　
平成13年度バランスシートから見た鳥取市の財政状況

財政課
　地方公共団体は、1年間の予算執行状況や資金（現金）の流れを把握することに重点をおいて会計処理を行っています。この方法ですと、その年にどのような収入があり、どのように使ったかはわかりますが、これまでの行政活動によって形成された道路や公園、学校などの資産やその財源を調達するための負債（借金）、正味資産（資本）などの情報については不十分なものとなっています。
　これに対し、貸借対照表（バランスシート）は、これまでどれくらいの資産を形成したか、その資産形成がどのようになっているか、また、その資産はどういう財源でまかなったか（負債なのか、国・県支出金なのか、一般財源なのか）が、一覧で分かります。

　このため、総務省（旧自治省）が公表した「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究報告書」で示された作成マニュアルに基づき、以下の条件を前提に、平成13年度末の貸借対照表（バランスシート）を作成しました。
（1） 対象とする会計の範囲：普通会計

　　　　普通会計とは、会計範囲の異なる地方公共団体間の財政状況を比較しやすくするために、地方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。

　　　　本市の場合、具体的には次のとおりです。

　　　　一般会計、高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費特別会計、住宅新築資金等貸付事業費特別会計、土地取得費特別会計、墓苑事業費特別会計、土地区画整理費特別会計（一部）の合計
（2） 作成基準日：平成14年3月31日

　　　　ただし、出納整理期間（平成14年4月1日～5月31日）を含みます。
（３）資産、負債項目

　　　　昭和44年度以降の「地方財政状況調査」（決算統計）のデータを基礎数値とします。
１　バランスシートの概要
　　　昭和44年度から平成13年度までに形成された資産は約2,261億4千万円、一

方、これらを取得するために充当された負債は884億1千万円、正味資産は1,377

億3千万円となっています。
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（1） 資産の部
総資産のうち約87.4％（約1,976億円）を占めるのが道路や公共施設、土地などの「有
形固定資産」です。普通建設事業費の合計額を取得価格とみなして表示しています。減価償却は、使途別に設定された耐用年数に基づき、残存価格を０とする定額法により計算しています。
　　　　「投資等」には企業（水道・病院）会計への出資金や、中小企業への貸付金のほか、特定目的のために積み立てている基金を計上しており、約184億3千万円となっています。
　　　　「流動資産」は、現金、預金及び1年以内に現金化することが可能な資産及び市税などの未収金で101億1千万円となっています。
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　　　資産の内訳〔2,261億4千万円〕　　　　　　　
有形固定資産の主な内訳〔1,976億円〕
　　　　　　　　 土木費　　　　840億3千万円（道路・公園・住宅など）

　　　　　　　教育費　　　　669億円　　　（学校・社会教育施設など）

農林水産業費　185億3千万円（林道・農業施設など）

民生費　　　　162億3千万円（保育所など）
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（２）負債の部

負債は、資産の形成にあたって充当された資金のうち、将来の負担になるものです。

　　　　このうち「固定負債」は約830億1千万円で、翌々年度（平成15年度）以降に返済を予定している市債の合計額を計上しています。また、年度末に全職員が退職したと想定した場合の要支給額である「退職給与引当金」もここに分類されています。
　　　　「流動負債」は翌年度（平成14年度）に返済を予定している市債で約54億円となっています。

　　　　なお、市債は将来にわたり返済しなければなりませんが、返済額の一部（約51.8%、429億円）は、毎年の地方交付税で措置されます。
　　　　　負債の内訳〔884億1千万円〕
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（３）正味資産の部
正味資産は、バランスシートの借方に計上されている資産のうち、すでに市民から支
払われた税金や国・県からの補助金等を財源として取得した金額を示すものです。
　負債が「将来世代の負担」であったのに対し、正味資産は「これまでの世代の負担」となります。内訳をみると、国庫支出金が約335億8千万円、県支出金が約142億2千万円、市税・地方交付税などの一般財源等が約899億3千万円となっています。

　　正味資産の内訳〔1,377億3千万円〕
[image: image4.emf]市債（固定負債）

774億3千万円

87.6%

退職給与引当金

55億8千万円

6.3%

市債（流動負債）

54億円

6.1%


２　前年度比較の増減額とその主な理由
　（１）有形固定資産（約47億9千万円・2.5％増）

　　　　①土木費…………　約36億8千万円・4.6％増
　　　　　　　　　　　　　賀露・湖山等市営住宅22億円、道路25億6千万円、街路9億1千万円　

　　　　②教育費…………　約10億6千万円・1.6％増
　　　　　　　　　　　　　醇風小校舎等11億7千万円

　　　　③民生費…………　約5億2千万円・3.3％増
　　　　　　　　　　　　　母子生活支援施設3億2千万、地区会館・広場等整備2億8千万

　　　　　　　円、介護予防拠点整備1億3千万円
　　　　④総務費…………　約1億3千万円・2.5％増

　　　　　　　　　　　　　CATVイントラネット構築1億3千万円
　　　　★有形固定資産の減少要因は、減価償却によるもの。
　（２）投資等（約10億9千万円・6.3％増）

　　　　①投資及び出資金　約17億7千万円・24.5％増

　　　　　　　　　　　　　公営企業への出資（水道14億9千万円・病院2億4千万円・介護老人保健施設2千万円）
　　　　②貸付金　　　　　約2億8千万円・8.1％減
　　　　　　　　　　　　　住宅新築資金等貸付事業等の返済

　　　　③基金　　　　　　約3億9千万円・6.0％減

　　　　　　　　　　　　　環境大学設立基金2億円・集落排水事業推進基金1億5千万円等の取崩し
（３）流動資産（約7千万円・0.7％減）

①現金・預金     約2億4千万円・2.6％減
　　　　　　　　 歳計現金の減（翌年度繰越すべき財源の減）
②未集金         約1億7千万円・15.0％増
　　　　　　　　　　　　 地方税未収金の増
○資産合計（１～３）は、約58億1千万円・2.6％増

　（４）固定負債（約20億4千万円・2.5％増）
　　　　①地方債　　　　　約20億円・2.7%増
　　　　　　　　　　　　　道路・街路・市営住宅・小学校・母子生活支援施設等
　　　　②退職給与引当金　約4千万円・0.8％増
　（５）流動負債（8億6千万円・18.9％増）

　　　　①翌年度償還予定額　約8億6千万円・18.9％増

○負債合計（４～５）は、約29億円・3.4％増

◎資産合計から負債合計を控除した正味資産は、29億1千万円・2.2％増

３　財務指標による分析　　　　　　　　　　　　　　　　
（1） 社会資産形成の世代間負担比率　　　　　　　　　　　　　（　）内は前年度数値
　　　　　　正味資産合計／有形固定資産合計　＝　69.7％（69.9％）

　社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産による整備の割合を示すものでこの比率が高いほどこれまでの世代がすでに負担してきた割合が高いことを示しており、財政の健全性の見地からは好ましいといえます。しかし、社会資本は長期にわたって利用されるものですので、世代間で公平に負担するという見地からは、一概に高いほうが良いとは言い切れないとも考えられます。

（2） 予算額対資産比率
　　　　　　資産合計／歳入合計　＝　3.5年（3.2年）

　　　　　歳入総額に対する資産の比率により、ストックである資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見ることができ、年数が多いほど、すでに社会資本整備が進んでいるものと考えられます。　
〔平成12年度決算における類似団体の状況〕

　　　１．財政指標の比較
	
	世代間負担比率（%）
	予算額対資産比率（年）

	帯　広　市
	58.1
	3.0

	上　越　市
	68.7
	2.7

	松　本　市
	76.7
	3.8

	米　子　市
	56.9
	2.7

	山　口　市
	66.8
	3.0

	鳥　取　市
	69.9
	3.2

	
	資　　産
	負　　債
	正味資産

	帯　広　市
	1,392
	680
	712

	上　越　市
	1,121
	448
	673

	松　本　市
	1,493
	402
	1,091

	米　子　市
	1,105
	508
	597

	山　口　市
	1,013
	436
	577

	鳥　取　市
	1,465
	569
	896


　　　２．市民一人当たりの比較（単位：千円）
　　　　　※他市の各指標については、類似団体のうちバランスシートをホームページ上で公表している
団体の平成12年度決算から試算しました。

（3） 今後の課題

　　　　　各指標については「どれくらいの比率が適当なのか」といった明確な基準がなく、また、バランスシートを公表していない団体も多いため、比較対象となるデータも限られています。
　　　　　現時点ではこれらの指標を用いて財政状況の良し悪しを判断することは難しい状況ですが、今後バランスシートに取り組む団体が増えていくことで、全国的な傾向等も把握できると思われます。それらを本市の状況と比較することで、財政状況を客観的に判断し、今後より一層健全な財政運営を推進するための参考資料となると思われます。
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